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午前１０時００分 開議   

○議長（小比類巻雅彦君） 出席議員は定足

数に達しておりますので、会議は成立いたし

ます。 

 これより、本日の会議を開きます。 

 本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。 

───────────────── 

  ◎日程第１ 市政に対する一般質問 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 昨日

に引き続き、市政に対する一般質問を行いま

す。 

 山本彌一議員の登壇を願います。 

○１６番（山本彌一君） 拓心会の山本彌一

でございます。 

 まずもって、このたびの市長選挙に３期目

の当選を果たされました種市市長に対し、心

からお祝いを申し上げます。 

 市長の３期目の一般質問の初めての質問と

なりますので、よろしくお願いします。 

 それでは、ただいまより通告に基づきまし

て、順番を追って質問をいたします。 

 まずはじめに、政治姿勢問題の基地との共

存共栄についてであります。 

 日本の安全と防衛は、基本的に全国民が担

うものであると理解をするものであります。

これまで在日米軍及び自衛隊も、日本の安全

と防衛に、その大きな役割を果たしてきてい

ます。 

 しかし、なぜ本市の在日米軍が縮小されな

いのか、はたまた、米軍が三沢基地を手放さ

ないその理由は一体何か、この素朴な疑問こ

そ本市の基地問題を解決していく上で、まさ

にスタート台であると考えます。 

 その歴史も、好むと好まざるにかかわら

ず、戦後７０年にわたり、現在も三沢在日米

軍が、アジアをはじめ極東をにらみ、行動す

るに当たって、その戦略及び戦術拠点に位置

づけられているのが実態であります。 

 そのため、Ｆ－１６戦闘機をはじめ各種の

飛行機、そして日本有数の滑走路や弾薬庫を

はじめとする戦闘機の射爆場や各種の通信シ

ステム等、戦争に欠かせない施設が整備され

ているのが実情であります。 

 そして、これらを軍人が組織的に結集し、

戦闘機や兵器を使用し、実施する訓練を軍事

演習と言っております。一方、その軍事演習

や機能を指揮して指導することを、一般的に

軍事基地と言います。 

 今、世界は、政治や経済のあらゆる分野に

おいて対立をし、新しい２１世紀体制が生ま

れようとしております。これまでの科学や技

術革新の進歩は、急速な発展を遂げ、その結

果、原子力開発により、核兵器に代表される

ように、人類みずからも巻き込み、地球すら

滅ぼしかねないような危険性をもたらしてい

るのが実態であります。 

 問題は、この巨大化する本市の米軍三沢基

地の影が、直接及び間接的に市民生活全般を

覆ってきている点であります。我々は、今、

このことをまず直視しなければなりません。 

 本日は、このことを踏まえ、基地との共存

共栄について２点質問いたします。 

 その１点目、三沢米軍基地の認識と基地行

政の取り組みについてであります。 

 本市は、今日まで一貫して基地との共存共

栄を基本に据えてきています。しかし、軍事

基地の目的は、戦争を前提とした施設であり

ます。在日米軍三沢基地も、その例外ではあ

りません。 

 日本が、かつての第二次世界大戦で、その

全てを失ったように、破壊につながるおそれ

があることをまず認識し、肝に銘じておかな

ければなりません。 

 軍事基地は、現代科学技術の最先端を行く

設備や装備及びシステムを備えております。

さらに、軍事機密と称して、それらのシステ

ムの機能や運用についての疑問には、無論答

えることはなく、それらが住民にとって危害

を与えるものであっても、事故が発生するま

で秘密にしているのが実態であります。 

 そして、在日米軍による一連の軍事演習

は、常に臨戦態勢を保つことにより、戦争抑

止力としての機能を果たすことであります。 
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 いつ、いかなる場合でも、他国による侵略

行為が発生した際に、それに対して武力を

もって対応することを、いわゆる紛争と呼ん

だり武力衝突と言い、さらにこれが拡大され

た状態を、通常、我々は戦争と言っていま

す。 

 だからといって、私は国防を否定するもの

ではなく、むしろ、国防上基地を認めた上

で、住民の立場に立ち、基地から発生する公

害は国の責任において解決を願うものであり

ます。 

 このことから、市長の目指す基地との共存

共栄の政策に対し、疑問を感ずるものであり

ます。なぜならば、基地から発生する騒音公

害等で、市民生活に対し大きな危険負担をは

じめ、ジェット機爆音の苦悩や苦痛を強いら

れ、逃げ場の持たない基地周辺地域住民には

かり知れない影響をもたらしてきているから

であります。 

 したがいまして、基地が反映することは、

基地周辺地域住民にとって相反し、市長が目

指す基地との共栄に疑問が残ります。それと

も、住民の人命や、その障害を上回るメリッ

トが果たしてあるのだろうか。私は、住民の

生命の保障を上回るメリットはあり得ないと

信ずるものであります。 

 言わんとすることは、市長の目指す基地と

の共存共栄という理念の根本に決定的な矛盾

があるという点であります。 

 それとも、基地との共存共栄を掲げること

により、日本政府の交付金や補助金が受けや

すいという判断があってか、住民は、この矛

盾とジレンマの、本市の基地行政のはざまに

抱く素朴な疑問であります。 

 この市民の疑問に答えるためには、基本的

に、三沢市と在日米軍三沢基地は共生の立場

をとることが現実的と考えます。なぜなら

ば、今日まで米軍基地とともに生きてきたこ

とが明白であるからであります。 

 つまり、在日米軍も自衛隊も、日本の防衛

上、極めて重要であるとの認識の上に立っ

て、今後、基地との共生を図り、お互いに協

力するという立場をとることが、より住民に

理解され、現実的と考えます。 

 しかし、市長が目指す基地との共存共栄と

いう立場をとるならば、基地が栄えるという

ことは繁栄であります。まちが栄えることは

全く異論はありませんが、だが、基地の場

合、機能が強化されることと理解するのが自

然でありましょう。こうした矛盾を解消する

には、スローガンを変えると、この問題が一

挙に解決が図られます。 

 したがいまして、基地問題は、ただ単に対

在日米軍が相手というよりも、いわば対日本

政府との問題であることを踏まえ、行動しな

ければなりません。よって、基地より発生す

る諸問題については、日本政府に対し、その

解決を求めることは当然であります。 

 問題は、コンターの線引き一つとっても、

まだまだ住民の納得が得られていません。だ

が、問題解決を日本政府に強く訴える行為

を、基地反対とか基地否定論にすりかえるこ

とは、全くの誤りであることを、この際、明

確にしておきます。 

 市長は、在日米軍三沢基地の性格と役割を

どう認識し、今後の基地行政を担うのか、ま

ずはじめに答弁を求めるものであります。 

 次に、２点目の岡三沢５、６丁目と浜三沢

地区の集団移転についてお尋ねをいたしま

す。 

 本市は、基地を抱えている多くの自治体の

中にあって、全国唯一の基地との共存共栄を

目指している自治体であります。このことを

考え思うとき、疑問にぶち当たります。 

 なぜならば、基地周辺地域住民の人命や、

基地から発生する障害を上回る大きなメリッ

トが、果たしてどのようなものか。思うに、

基地周辺地域住民の生命の保障を上回るメ

リットはあり得ないからであります。 

 基地周辺地域住民にとって、在日米軍も自

衛隊も現実の問題であります。現在もなお、

その解決が図られず、状況はますます強化さ

れる一方であり、基地周辺地域住民に与える

不安や、ジェット戦闘機の騒音公害の苦痛や
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苦悩は少しも変わっておりません。その歴史

も既に７０年に及んで、今も好むと好まざる

にかかわらず、日本政府に在日米軍三沢基地

を抱え込まされて今日に至っているのが実態

であります。 

 それゆえに、日本政府は、基地と民生の調

和を目指し、核心に据えてきているが、しか

し、基地周辺地域住民が納得できるものでは

ありません。むしろ現実は、調和どころか、

摩擦のほうがはるかに大きいと言わざるを得

ません。なぜならば、基地の存在によって発

生するジェット機の騒音をはじめ、種々の社

会問題が如実にそれを示してきているからで

あります。 

 また、この在日米軍三沢基地の周辺地域住

民が受ける影響や苦痛の支障は、そこに住む

逃げ場の持たない住民にしかわからない、は

かり知れない苦悩があります。よって、我々

は、静けさのある生活を希望する基地周辺地

域住民に対し、救いの手を差し伸べなければ

なりません。 

 本市は、基地との共存共栄を強調してきて

いるが、ジェット戦闘機の騒音公害を余儀な

くされている岡三沢５、６丁目と浜三沢地区

の住民に対する日本政府のこれまでの対応

は、市長の目指す基地との共存共栄の理念に

ほど遠いのが実情であります。 

 このたび米軍普天間飛行場の騒音で、基地

周辺地域住民が日常生活が妨害され、精神的

な苦痛を受けているという訴訟で、普天間飛

行場について、世界の平和と安全に寄与して

いる反面、その公共的利益は、基地周辺地域

住民の犠牲を払って実現しているとの判断が

示されたところであります。判決は、騒音に

よる日常生活の妨害をはじめ、いらいらの不

快感や苦痛を認定しています。 

 このことから、日本政府は、基地から発生

する社会問題に対応してこそ、はじめて真の

基地と住民との調和の道が開かれると確信す

るものであります。 

 政治は全て結果責任であります。市長は、

基地行政において、岡三沢５、６丁目と浜三

沢地区の集団移転の希望に対し、その実現に

向け、みずからどのように積極的な行動をと

るための新たなる取り組みを考えているの

か、答弁を求めるものであります。 

 次に、商業問題の中心商店街区の活性化対

策についてお尋ねをいたします。 

 近年、消費者のニーズが多様化してきて、

特に買い物の場としての機能しか満たせない

商店街は、全国的に魅力的に欠け、マイナス

的影響を受けてきております。 

 本市の中心商店街は、こうした現状にある

上、今、流通業界の弱肉強食の試練にさらさ

れているのが実情であります。この中心商店

街区の復権を図ることが、本市のまちづくり

の大きな政治課題でもあります。 

 しかし、近年の大型店の進出等で、商業者

の経営環境はますます厳しくなってきている

のが実情であります。 

 これまで、全国各地域で中心商店街の活性

化対策が取り上げられてきております。本市

の中心商店街区の再生においても、商業者は

もちろん、行政の果たす役割がその鍵であり

ます。 

 まず、それぞれの役割と責任を明確にし、

両者が協調し合って取り組むことが重要であ

ります。それには、何といっても行政の課題

への取り組み姿勢が定まらないと、商店街の

方々の対応も決断も鈍りがちになります。 

 中心商店街の活性化を図るには、まず、こ

れまで他に流れている消費者をいかに呼び戻

すかに、その全てがかかっております。それ

には、個性を生かした魅力ある商店街の形成

を構築できるかが問題であります。 

 現在の高齢化社会にあって、誰でもが気軽

に歩いて買い物ができる中心商店街は、今

後、重宝がられます。しかし、本市の中心商

店街の道路整備がまだ道半ばで、その整備が

急がれます。 

 商業関係者は、その未整備である大通りの

拡幅を図り、対面交通の実現を目指し、中心

商店街区の回遊性を実現したいと考えており

ます。これによって、中心商店街の利便性が
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高まり、快適なショッピング環境が整うとし

て期待しております。 

 いずれにしても、本市の中心商店街は、問

題解決に向け、挑戦しなければなりません。 

 一方、行政も地域コミュニティーの回復を

図るため、強力な指導力を発揮しなければな

りません。本市の中心商店街の復権には、大

きな投資が要求され、また一方、リスクも伴

います。 

 そこで、市では、この中心商店街の活性化

に向け、大通りの一方通行規制解除へどのよ

うなプロジェクトで取り組むのか、商店街の

方々も期待しておりますので、答弁を求める

ものであります。 

 次に、行政問題の１点目、選挙管理委員会

の投票率向上の取り組みについてお尋ねをい

たします。 

 その１点目、期日前投票所の増設について

であります。 

 昨年１２月の衆議院議員解散に伴う選挙に

おいて、青森県の投票率が全国平均で最下位

であったことを踏まえ、統一地方選挙の年を

迎えて投票率を打開しようと、県及び各市町

村選挙管理委員会等で投票意識や投票環境の

改善を図り、有権者の選挙に対する意識向上

など、総合的な取り組みを実施されてきてい

るところであります。 

 政治不信などで、投票に行かない有権者の

理由はいろいろあるが、放棄が続けば政治へ

の関心がより一層薄くなり、選挙から心が離

れてしまうおそれがあります。 

 選挙管理委員会の仕事は、投票事務と開票

事務のほか、広報啓発の三つに分かれるが、

問題は、投開票事務に重点が置かれ、有権者

に対しての啓発がおろそかになってはいない

のか。 

 大事なことは、投票率を向上させるには、

まず行政が有権者に投票所に足を運んでもら

う取り組みが重要であります。したがいまし

て、選挙管理委員会で、これまでの前例主義

から抜け出す発想や取り組みが問われており

ます。 

 投票率の向上を図るため、本年の第１回定

例会の一般質問の中で、太田議員の期日前投

票所を増設してはの問いに、選挙管理委員長

は答弁で、期日前投票を市役所以外の商業施

設等に設置する場合、受付システム機材等の

準備や警備上の安全管理及び保管の問題、そ

して、投票管理者や立会人等約２０名の人員

の確保が必要であり、期日前投票所への対応

について、他の実施している自治体の状況を

参考にし、見きわめていくとのことでありま

した。 

 しかし、このたび実施された知事選挙と市

長選挙に際し、これまで同様の、期日前投票

所は市役所の１カ所だけの対応でありまし

た。 

 問題は、期日前投票所を増設しなかったそ

の理由は一体何か、はたまた、選挙管理委員

会で投票率向上への期日前投票所の増設につ

いて、いつ委員会を開催し、どんな議論がな

されたか、答弁を求めるものであります。 

 次に、６月に任期満了に伴う三沢市長選挙

が実施されました。これまで無競争が続いた

が、今回は１２年ぶりに実施されたことも

あって、期日前投票所の投票率が過去最高の

２１％余りと高くなりました。その結果、期

日前投票所が市役所の１カ所のため、日時に

よっては大変混雑して、利用した有権者の

方々から、期日前投票所の増設を望む声が高

まっています。 

 本市では、明年３月には三沢市議会議員の

任期満了による選挙が予定され、期日前投票

所の投票率が高まることが予想されます。だ

とすると、期日前投票所が現在の市役所１カ

所では、より混雑が激しくなります。 

 投票率向上への利便性を図るため、有権者

の期日前投票所の増設への要望にどう取り組

むのか、答弁を求めるものであります。 

 次に、最後の質問になります。不在者投票

の事務手続の対応についてであります。 

 不在者投票とは、言うまでもなく、投票す

ることのできない有権者または身体に高度の

障害がある選挙人のために、投票日の前に投
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票できる制度であります。この制度は、例外

的な投票方法であり、選挙の公正確保の見地

から、厳格な手続が定められているところで

あります。 

 そこで、今回の質問は、選挙において指定

病院等での不在者投票についてお尋ねしま

す。 

 不在者投票制度を利用する選挙人は、投票

用紙などを指定病院長等を通じて請求するこ

とができるほか、投票は病院長の管理すると

ころで実施することに相なっていますが、今

回の本市の市長選挙において、選挙管理委員

会で地域外の指定病院に対し、あらかじめ連

絡事務手続等をどのように実施され、不手際

はなかったのか、答弁を求め、私の一般質問

を終わらせていただきます。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの山本

彌一議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の政治姿勢問題の基地との共存共栄に

ついての第１点目、三沢米軍基地の認識と基

地行政の取り組みについては私から、その他

につきましては選挙管理委員会委員長並びに

担当部長からお答えをさせますので、御了承

願いたいと存じます。 

 御質問の三沢米軍基地の認識と基地行政の

取り組みでありますが、御承知のとおり、当

市は国防の重要性を理解し、三沢基地ととも

に発展してきた歴史があります。 

 一方、こうした歴史の中で、三沢基地の所

在、運用に伴って発生する航空機騒音などの

障害に市民が長年にわたって悩まされてきた

という事実も、また認識いたしているところ

であります。 

 御質問の在日米軍三沢基地の性格と役割で

ありますが、在日米軍三沢基地は、日米安全

保障条約に基づき、国と国との合意によっ

て、あるいは国の国防計画によって整備され

てきておりますので、一地方自治体の長が在

日米軍三沢基地の性格と役割について言及す

ることは差し控えたいと存じます。 

 また、当市が基本理念として掲げておりま

す基地との共存共栄とは、同じ行政区域に生

活をしている市民と米国人、あるいは軍属及

びその家族の方々が、お互いの利益を追求す

ることなく、さまざまな文化交流を通じまし

て、幸せで楽しい生活を送り、お互いの生活

の質を向上させるという趣旨であります。 

 このように、当市は古くから基地との共存

共栄を基本理念としており、基地との良好な

関係を維持するためには、さまざまな基地負

担を受け入れている市民に対する国の責任に

よる各種対策が不可欠であります。 

 以上のことから、今後におきましても、基

地との共存共栄を基地行政の柱としながら、

これから基地周辺対策を国に強く求めていく

所存であります。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 政治姿勢問

題、基地との共存共栄についての第２点目に

ついてお答えいたします。 

 岡三沢５、６丁目地区及び浜三沢地区につ

いては、国の騒音区域指定の見直しにより、

その一部が移転区域に指定され、一方で、同

じ地区に住みながら移転対象とならなかった

方々については、当該地区に取り残される形

となり、結果として、地域が分断され、コ

ミュニティーの衰退をはじめ、さまざまな弊

害が生じているものと強く認識しておりま

す。 

 このようなことから、両地区の移転につい

ては、当市の重要課題の一つと位置づけ、国

や県等に対し、あらゆる機会を捉え要望して

まいりました。 

 中でも、市議会とともに行う三沢基地周辺

対策に関する要望においては、国や青森県選

出国会議員に対し、両地区については騒音レ

ベルだけで判断するのではなく、国の移転措

置に伴うコミュニティーの衰退や地域の伝統

文化の喪失といった、地域の実情を考慮した

移転対象区域の見直しを図られたいといった
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要望を行ってまいったところであります。 

 国の回答では、現時点において、防衛施設

周辺の生活環境の整備等に関する法律に規定

する移転対象区域に該当せず、両地区の移転

は困難であるが、今後の三沢基地の運用状況

を踏まえた騒音区域の見直しの中で検討して

まいりたいとのことであります。 

 御質問の両地区の集団移転への新たなる取

り組みについてでありますが、地区の皆様方

からの御要望を踏まえ、当然のことながら集

団移転を視野に入れ、地域の分断による弊害

の解消、すなわち、コミュニティーの復興を

第一義として要望を行ってまいりたいと考え

ております。 

 いずれいたしましても、これまでの先例が

示すとおり、移転につきましては一朝一夕に

は解決しがたい問題でありますので、市議会

の皆様のお力もおかりしながら、引き続き粘

り強く国等の関係機関に両地区の早期移転を

求めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 商業問題の中心

商店街区の活性化対策についてお答えいたし

ます。 

 中心市街地活性化につきましては、平成１

９年度に策定した三沢市中心市街地活性化基

本計画に基づき、都市基盤整備や町並み景観

形成など、各種事業を実施してまいりまし

た。 

 この中心市街地活性化基本計画には、主要

地方道三沢十和田線の中心市街地区間の一方

通行解除は盛り込まれておりませんが、当市

におきましては、当該路線が中心市街地にお

いて果たす役割の重要性に鑑み、一方通行解

除の可能性について、平成２４年度、三沢市

中央商店街一方通行解除検討委委員会を立ち

上げ、検討を重ねてまいりました。 

 また、同委員会の意見等を踏まえ、平成２

５年度には、三沢警察署長に対し、当該路線

の一方通行解除に係る条件を書面にて提出し

ていただくよう文書にて依頼しましたとこ

ろ、次の２点について条件を付されたところ

であります。 

 第１点目は、大型車両の対向すれ違いがで

きるよう、大町交差点から熊長商店までの

アーケードを撤去するなど、車道幅員及び歩

道幅員を拡幅整備すること。そして第２点目

は、渋滞及び事故防止対策のため、大町交差

点からゲート前交差点間の５交差点に右折

レーンを設置することとのことでありまし

た。 

 以上を踏まえ、道路管理者であります県と

協議をしたところ、当該路線の拡幅等には多

大な費用と時間がかかると見込まれることか

ら、現状では拡幅は考えていないとの回答を

いただいております。 

 このような中、三沢市商工会におきまして

は、今年度、一方通行規制解除による対面通

行化の早期実現に向けた活動を強化すること

としており、新たに商工振興対策室を設け、

交通量調査や現状幅員のままでの規制解除の

可能性について調査・分析を実施することと

しております。 

 市といたしましては、今後実施される調

査・分析をもとに、商工会と連携を図りなが

ら、当該路線の一方通行解除に向け、その可

能性を検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 選挙管理委員会委員長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 行

政問題、選挙管理委員会の投票率向上の取り

組みについての第１点目、期日前投票所の増

設についてお答えいたします。 

 この点につきましては、去る３月の定例会

におきまして、太田議員からも同様の質問が

あったところでございます。 

 定例会終了後、選挙管理委員会において、

期日前投票所の増設につきまして議論を重ね

てまいったところでございますが、既に開設

している他の自治体の状況について調査を行

うことが何よりも先決であり、その調査結果
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を踏まえた上で検討すべきであるとの結論に

達し、今日に至っております。 

 さて、先日執行した青森県知事選挙、三沢

市長選挙において、当市では知事選挙７１.８

３％、三沢市長選挙では７２.１８％と高い投

票率になっているところであります。また、

期日前投票においても、県知事選挙で２２.３

１％、三沢市長選挙では２１.７３％と、平成

１６年度に期日前投票制度が創設されて以

来、いずれも最も高い投票率となったところ

であります。 

 しかしながら、今回の県知事選挙を含め、

国政選挙、地方選挙ともに、総じて県内の投

票率が、ここしばらくの間、低迷を続けてい

るという厳しい状況であります。このため、

投票率向上対策の一環として、県内各市にお

きまして期日前投票所の増設が進んでいると

ころであります。 

 当市におきましても、期日前投票所の増設

は、かねてからの懸案であり、有権者の利便

性はもとより、ひいては投票率の向上に寄与

するものと考えております。 

 今後におきまして、７月下旬を予定とし

て、県選挙管理委員会と市町村合同による、

全国的にも投票率が高く期日前投票所の増設

が進んでいる秋田県に赴き、現地の状況調査

を行うこととしております。 

 また、市独自で既に期日前投票所を増設し

ている弘前市など、県内各自治体の調査等も

並行して行うことにしております。 

 以上、調査結果をもとに、市内の商業施設

における期日前投票所として増設可能な環

境、例えばホストコンピューターシステム回

線の敷設、受付機材等の設置・整備、警備、

投票用紙の保管、期日前投票所開設に適した

スペース、人員の確保等も含めまして、総合

的に検討することと考えております。 

 以上でございます。 

 続きまして、行政問題の選挙管理委員会の

投票率向上の取り組みについての第２点目、

不在者投票の事務手続の対応についての御質

問にお答えいたします。 

 不在者投票制度の投票方法といたしまして

は、仕事先、旅行先等の滞在中の市町村選挙

管理委員会で投票を行う場合、県選挙管理委

員会が指定した病院、老人ホーム等の施設で

投票を行う場合、郵便による投票を行う場合

などがございます。 

 このうち、指定病院で不在者投票を行う際

の事務手続に不手際がなかったのかどうかと

いう点につきまして、八戸赤十字病院に入院

されている患者さんが、病院側から、三沢市

長選挙は三沢市選挙管理委員会から連絡が来

ていないため、投票はできないと言われたこ

とが御質問の発端となったところでありま

す。 

 今回の選挙は、６月７日執行の青森県知事

選挙と三沢市長選挙で、選挙期日が６月７日

の同日でありますが、期日前投票の期間は、

知事選挙が５月２２日から６月６日までの１

６日間、市長選挙が６月１日から６月６日ま

での６日間と期間が異なりますことから、指

定病院に対する不在者投票への協力の通知が

不在者投票をできる期日前投票期間に間に合

うように、管理執行上、送付することにして

おります。 

 県知事選挙は５月１日付で県選挙管理委員

会より、また、三沢市長選挙は５月２２日付

で当委員会より、それぞれ指定病院に対して

通知をしているところであります。 

 ６月２日、入院患者の御家族の方から当委

員会宛てに、現在、八戸赤十字病院に入院し

ているが、病院側から市長選挙の不在者投票

ができないと言われたことの電話がありまし

た。 

 当委員会から発送文書が当病院に到達した

か否かを確認いたしましたところ、市長選挙

の通知文書は届いていることが確認されたと

ころであります。 

 同病院では、通知文書が別々に届いたこと

もあり、事務連絡等に何らかの不備が生じ、

直接の病棟担当者へ伝わっていなかったため

に、このような事態になったものとのことで

ありました。 
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 当委員会では、直ちに不在者投票の請求手

続を行い、当病院に入院されている患者さん

に不在者投票をしていただくことができたと

いうのが、これまでの経緯でございます。 

 当委員会といたしましては、今後、同じよ

うな事案が生じることのないよう、指定病

院、施設に対しまして周知徹底に努め、通知

文書を送付してから、再度、電話等で、不在

者投票をする入院あるいはまた入所している

患者さんがいらっしゃるかどうかという確認

をするなど、防止策を講じてまいりたいと考

えております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） ただいま答弁いた

だきましたけれども、納得がいかない部分が

ありますので、再質問をさせていただきま

す。 

 まずはじめに、基地との共存共栄について

であります。 

 市長の三沢米軍基地の認識、それから今後

の基地行政の取り組み、答弁いただきました

けれども、本市は、戦後、アメリカの世界戦

略と日本の防衛政策に深くかかわってきた歴

史を持つまちであります。 

 それは、戦前の日本海軍の飛行場の跡地に

米軍基地の建設が始まり、基地周辺に急速に

家が建ち並び、進駐した陸・海・空の兵士た

ちのドルでまちはにぎわい、当時１万弱の三

沢村が数年で３万人に増加し、大三沢町とな

り、１９５８年に三沢市となり、今日に至っ

ているわけであります。 

 こうした歴史を踏まえ、鈴木前市長が基地

との共存共栄を基本に据え、基地行政を担っ

て、種市市長もこれを継承してきておりま

す。 

 鈴木前市長は、基地との共存共栄につい

て、先ほど市長も申されました、同じ三沢市

に生活している米軍や自衛隊と市民が、お互

い利益を追求することなく、仲よく幸せな生

活を向上させるという意味と説明をこの議場

でしてきております。 

 確かに、基地が増強され、基地が栄え、建

設業者は潤い、基地従業員の雇用がふえ、と

もに栄えてきたが、一方、基地の増強によっ

て、ジェット戦闘機が発生する騒音や危険負

担を余儀なくされている基地周辺地域住民に

とっては、実態はともに栄える状況にはなり

ません。 

 したがいまして、本市の基地問題は、在日

米軍が相手というよりも、対日本政府の問題

であることを踏まえ、私は行動しなければな

らないと思っております。 

 基地との共存共栄という語感のよさだけ

で、友好親善と平和的意味合いはまことに結

構だが、しかし、基地との共存共栄によって

苦渋を強いられる基地周辺地域住民の感情

は、到底相入れないものであります。 

 よって、基地との共存共栄をいま一度深く

考え、脱皮して、地方自治の精神に沿って、

独自の自立した道を切り開かなければなりま

せん。 

 さらに、市長の目指す「独掌不鳴」という

市民に親しまれる基地行政の観点に立って考

えるべきときであります。市長は、この実態

にあっても、基地との共存共栄に固執するそ

のメリットと理由は何か、再度答弁をいただ

きたいと思います。 

 次に、集団移転についてであります。 

 在日米軍基地は、日本の防衛に現在もなお

大きくその役割を担っております。 

 一方、この実態は、日常吹き荒れるＦ－１

６戦闘機をはじめ、種々の軍事演習の騒音や

危険の不安等、特に岡三沢５、６丁目と浜三

沢地区の地域住民が苦しみ、不満の日々に明

け暮れ、このしわ寄せが当市に吹きだまって

おります。この実態は、両地区の住民の方々

の我慢の限度をはるかに超えているのが明白

であります。こうした在日米軍の現状の重圧

からどう脱却を図るかが政治課題でありま

す。 

 両地区の住民の願いは、ただ一つ、それは

日本国民として静けさのある生活を取り戻

し、平和をひとしく享受したいという純粋な



― 50 ―

気持ちであります。 

 今日まで、基地の中の三沢と言われて久し

いが、だが、現在もなお、その脱却が図られ

ず、両地区の住民に与える不安や騒音の苦痛

は少しも変わっておりません。 

 このたび、沖縄の普天間飛行場周辺地域住

民が、騒音で日常生活や睡眠を妨害され精神

的苦痛を受けているとして、国を相手に訴訟

を起こし、判決は、騒音による日常生活の妨

害等の不快感のほか、不安など精神的苦痛を

認定し、飛行場の運用は原告らの権利を侵害

しているとの判決が示されたところでありま

す。 

 政治は全て結果責任であります。できな

かったでは、その手腕が問われます。市長

は、このことを踏まえ、日本政府に対し、ど

うしてくれるかを問いかける強い態度で臨

み、両地区の移転問題解決に向け、任期中に

そのめどをどうつけるのか、みずからどのよ

うな行動を考えているか、市長から答弁をい

ただきたいと思います。 

 以上です。時間がありませんので。あとも

あるのだけれども、これで終わります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。 

 繰り返すことになりますが、先ほど答弁し

たように、米軍人あるいは軍属及びその家族

とは、縁があって、ここ三沢市に一緒に住む

ことになったわけでありますから、お互いの

立場をよく理解し、利益を追求することな

く、さまざまな文化の交流を通して、お互い

の生活の質を向上させるという趣旨でありま

すが、一方では、議員おっしゃるように、基

地に起因するさまざまな障害については、

国、いわゆる防衛省が責任を持って解決する

問題でありまして、移転をはじめとする防音

工事の早期実施等、これまで以上に強く国に

要請してまいる所存であります。 

 このようなことから、これまでの、まさに

共存共栄についてのことは、今後も基地行政

の柱としながら継続してまいりたいと思いま

す。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） 移転対策等

の再質問にお答えいたします。 

 集団移転対策は、先ほども御答弁申しまし

たように、一朝一夕には解決しがたい難しい

問題ではございますが、本年４月１５日は中

谷防衛大臣、それから６月１８日には佐藤防

衛副大臣、西防衛事務次官に、市長みずから

が行って、民生安定対策の徹底を図ってもら

いたいと直接要請しております。 

 これまでのとおり、市議会の皆様のお力も

おかりしながら、引き続き粘り強く国に、国

の責任による民生安定対策を強く求めてまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） 今、市長が中谷防

衛大臣と会ったと。そのとき、何をお願いし

て、どういうお答えをもらったのか、再度答

弁をいただきたい。手短に、時間ないので。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 政策財政部長。 

○政策財政部長（大澤裕彦君） さまざまな

お話がありましたが、特にグローバルホーク

の一時展開について、市民の不安を解消して

もらいたいということと、民生安定対策事業

を徹底していただきたい、この２点が大きな

ところでございます。 

 以上でございます。（発言する者あり） 

 大臣は、努力したいということでございま

した。 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、山本彌

一議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 加澤明議員の登壇を願います。 

○３番（加澤 明君） みさわ未来の加澤明

です。 

 議長のお許しをいただき、私からも、市長

３期目就任おめでとうございます。 
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 市長は、１期目は前市長の政策継続を唱え

ながら、みずから三沢市総合振興計画をス

タートさせ、２期目は三沢市も甚大なる被害

を受けた東日本大震災の復旧・復興など、市

民とともに汗を流したこの８年間が市民に評

価され、また、２期目の公約に市民が期待を

抱いたそのあらわれが、市長を３期目の就任

させたのではないでしょうか。 

 今後の４年間も、本定例会の市長説明要旨

の中にもありましたが、社会情勢が目まぐる

しく変化する中、市民の皆様からいただいた

信頼と期待に応えるべく市民目線を忘れず、

市民とともに歩む種市市政に、健康に留意し

て邁進していただきたいと思います。 

 それでは、通告に従いまして質問をさせて

いただきます。 

 今回、３期目を目指し、市長選挙では、市

長は三沢市市長選挙としては初となるマニ

フェスト選挙として、１５の公約を掲げ、し

かもきちんと数値目標を入れ、市民に魅力あ

るまちづくりの自身の考えを訴えてきまし

た。これは、市民にもわかりやすく、また、

自分自身にも強い熱意とプレッシャーをかけ

るもので、大変勇気が要るものと思います

し、これこそ市長として責任と約束がある行

動ではないでしょうか。 

 特に、今回のマニフェストには、人づく

り、まちづくり、安らぎの大きく３点から成

る市長の政治姿勢をあらわすもので、まさに

市民とともに歩む政策ではないかと思いま

す。 

 そこで、私は全ての公約が１００％達成で

きることを期待して、１５項目から成るマニ

フェストの中から、人づくり、まちづくり、

安らぎの各観点から、一つずつ質問をしたい

と思います。 

 まず最初に、市長は人づくりの観点から、

「未来拓く人づくりによって様々な世代の市

民が活躍するまちづくりを進めます！」とあ

る中で、マニフェストの１番目の公約とし

て、「県内一子育てしやすい環境を作り」、

合計特殊出生率、１人の女性が一生の間に産

む子供の数を現状１.７９から２.１０を目指

すとしています。そして、その数値を実現す

るために、未就学児童の遊び場、子育て世代

の情報交換、交流の場として(仮称)子ども館

の建設を計画していますが、これは現在進行

形の公約であり、市長が最重点事業として進

めるものであります。 

 私もこの件に関しましては、若い世代の子

育て支援の重要性や定住化に必要な施策と思

い、以前にも一般質問をさせていただきまし

た。今回は別の角度から質問をしたいと思い

ます。 

 私は、この子ども館建設事業は、絶対に行

政目線で建設してはならないものと考えま

す。いかに各分野の子育て関係者や子育て世

代の利用者の声に応え、子育て支援セン

ター、ファミリーサポートセンター事業、一

時預かり保育事業及び保育サービスなどの機

能をあわせ持つことによって、利便性にすぐ

れた施設にし、子供目線に合った、何度でも

子供たちが遊びに来たくなるプレールームな

どをつくることが、子育て支援として価値の

ある公共施設になるのではないでしょうか。 

 私は、今回、そのような思いから、この(仮

称)子ども館の基本設計の中に、利用者の要望

をどのように集約し、取り入れて設計したの

か、また、使用室となるプレールームには、

利用者の声をどのように反映させたのかをお

伺いいたします。 

 次に、まちづくりの観点では、「女性が輝

き、多くの人が集う賑わいのあるまちづくり

を進めます。」とあり、特にマニフェストの

中では、女性の活動を積極的に支援をし、女

性管理職や審議会の女性比率の向上を目指

し、特に審議会などの女性比率を今後４年間

で３０％にするとあるが、平成１１年６月に

男女共同参画社会基本法が公布・施行されて

から１６年がたち、その中には、男女共同参

画社会を実現するために、５本の柱となる男

女の人権の尊重、国際的協調、社会における

制度または慣行についての配慮、家庭生活に

おける活動と他の活動の両立、政策等の立案
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及び決定への共同参画の基本理念を設け、そ

の一つの政策等立案及び決定への共同参画の

中には、男女が社会の対等なパートナーとし

て、あらゆる分野においての方針の決定に参

画できる機会を確保する必要があると示して

いますが、各分野で男女共同参画が進む中、

その反面、この基本理念に関しましてはまだ

まだ進んでおらず、女性比率の数値目標をマ

ニフェストに盛り込み、約束するということ

は、大変な決意だと思います。 

 そこで、基本理念を踏まえ質問いたします

が、三沢市の女性管理職や審議会での各現状

数値と、審議会の女性比率の目標数値を達成

するための具体的な施策をどのように考えて

いるのかをお伺いいたします。 

 最後になりますが、安らぎの観点では、

「市民のだれもが安全で安心に働き暮らせる

活力あるまちづくりを進めます！」とあり、

マニフェストの１１番目の公約として、「在

宅医療と介護の連携を深め元気なお年寄りを

増やします。」とあり、その中で、認知症問

題は、超高齢社会を迎える中で最重要社会問

題の一つであり、特に認知症は誰にでも起こ

り得る脳の病気に起因するもので、８５歳以

上では４人に１人にその症状があると言わ

れ、現在は約２１０万人であるが、平成５２

年・２０４０年には約４００万人程度にまで

増加することが予想されているそうですか

ら、誰もが身近な問題として考えなければな

らないと思います。 

 特に、今回の公約では、数値目標で認知症

サポーターを現状４２４人から１,０００人を

目指すとありますが、認知症サポーターは何

か特別なことをやる人ではなく、認知症を理

解し、認知症の人への応援者を基本として考

えるのであれば、地域住民や職場、学校など

の理解が不可欠であり、また、認知症サポー

ター養成講座を開催し、認知症について正し

い知識、適切な対応の仕方を学び、日々の暮

らしに生かしながら、地域の人がみんなで認

知症の人と家族を支え合うことがでれば、安

心で安らぎのあるまちづくりができるのでは

ないかと考えますが、行政は国の認知症サ

ポーター１００万人キャラバン事業などを活

用しながら、この数値目標を達成するため

に、今までどのような施策を進めてきたの

か、また、今後どのように進めていくのかを

お伺いいたします。 

 以上、御答弁のほうをよろしくお願い申し

上げます。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの加澤

明議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの加澤議員

御質問の市長マニフェストについての第２点

目、女性管理職及び審議会などの女性比率の

現状数値と目標数値を達成するための具体的

な施策については私から、その他につきまし

ては健康福祉部長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと存じます。 

 当市では、これまで女性管理職の登用及び

各種審議会等への女性委員の任命あるいは委

嘱につきましては、積極的に実施してまいり

ました。 

 一方で、少子高齢化の進展に伴い、地方を

取り巻く環境も大きく変化しており、今後ま

すます女性の果たす役割が重要になると認識

をいたしております。 

 また、女性が持つ潜在力を最大限発揮でき

る機会を創出することにより、三沢市全体に

活力をもたらし、住みよいまちづくりが実現

できるものと考えております。 

 当市は、昨年度に民間会社が実施いたしま

した、主婦が幸せに暮らせる街ランキング調

査において、北海道・東北ブロックで第１位

という評価をいただきました。この結果か

ら、当市には、女性にとって暮らしやすい、

活動しやすい環境が整っているものと考えて

おります。 

 このことを踏まえ、より一層女性が活躍で

きる安定した基盤を整えるために、その支援

策の一つとして、市職員の女性管理職比率の

向上、さらには各種審議会への女性委員の比
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率を今後４年間で３０％まで引き上げること

といたしたものであります。 

 御質問の当市における女性管理職の比率に

つきましては、一般行政職で見ると、平成２

６年度は、管理職員１１６人のうち女性職員

が１３人で１１.２％、平成２７年度は、管理

職員数１１７人のうち女性職員が１４人で１

２％となっております。 

 また、審議会等における女性委員の比率に

つきましては、平成２６年度及び２７年度と

もに、委員総数３３３人のうち女性委員が８

３人で２４.９％になっております。 

 次に、今後、審議会の女性比率をどのよう

に向上させていくのかにつきましては、まず

一つ目として、女性の参加が少ない分野にお

いては、あらゆる機会を通じまして、関係団

体に対し女性委員の推薦をお願いしてまいり

ます。 

 二つ目として、委員の人選に当たっては、

可能な限り要綱等の見直しをし、所属や肩書

き、あるいは経験年数にとらわれない、幅広

い年齢層からの公募を有効的に活用してまい

ります。 

 三つ目として、会議の開催時期及び開催日

につきましても検討し、女性がまさに参加し

やすい環境づくりに努めてまいります。 

 以上のことを今後４年間で着実に実施する

ことで、当市における女性がまさに参加しや

すい環境を整備し、女性比率３０％以上の実

現を図るとともに、女性管理職員の登用も一

層推進し、女性が輝き、みんなでつくるにぎ

わいのあるまちづくりを目指してまいりたい

と考えております。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） 市長マニ

フェストについての第１点目、県内一子育て

しやすい環境づくりのための(仮称)子ども館

建設計画についての御質問にお答えいたしま

す。 

 (仮称)子ども館は、未就学児童の遊び場や

子育て世代の情報交換の場として、マニフェ

ストにも掲げ、子育て支援を包括的に実行で

きる拠点施設として整備計画を進めていると

ころでございます。 

 この(仮称)子ども館の基本設計に当たって

は、市政運営の基本方針であります市民参画

と協働によるまちづくりの観点から、子育て

世帯を対象とした住民懇談会を開催し、利用

対象者の生の声を直接聞かせていただくとと

もに、保育サービスに関するアンケート調査

や、子育てセンター、子育てサークルの利用

者などへの聞き取り調査を実施するなど、

ニーズの把握に努めてきたところでございま

す。 

 その結果、親子が遊ぶことができる施設、

体をたくさん使って大型遊具で遊ぶことがで

きる屋内の遊び場などの遊び場に関する要望

が多く寄せられたことから、１階には、３歳

以上児用と３歳未満児用の、それぞれの年齢

に応じた遊具を備える遊戯室、いわゆるプ

レールームでありますが、大小２室と多目的

ホールを併設し、親子がゆったりと過ごせる

スペースを確保することといたしておりま

す。 

 また、そのほかのニーズに応えるべく、一

時預かり保育室やサークル支援室を置き、２

階には、談話カフェスペースや相談室、集会

室を設置することとしております。 

 これにより、延べ床面積は、当初想定して

おりました８００平方メートルから２７５平

方メートルふえて、 １,０７５平方メートル

とする基本設計となったところでございま

す。 

 今後の実施設計につきましては、この基本

設計を骨格とし、平成２８年度に業務委託予

定としておりますが、今年度は建設計画の熟

考の年と位置づけ、さらなる利便性の確保と

向上の観点から、教育・保育団体や子育て

サークルなどの関係者に対し、基本設計の図

面を見ていただきながら聞き取り調査を実施

し、実施設計に意見を取り込み、利用する

方々に喜んでいただけるような施設とすべ

く、(仮称)子ども館の建設事業を進めてまい
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りたいと考えております。 

 続きまして、市長マニフェストについての

３点目、安らぎの観点における認知症サポー

ターの御質問についてお答えいたします。 

 我が国では、高齢者の４人に１人が認知症

またはその予備軍と言われ、認知症は今や誰

もがかかる可能性のある病気となっており、

この対策につきましては、認知症になっても

本人の意思が尊重され、できる限り住みなれ

た地域で、よりよい環境で暮らし続けること

ができる社会の実現を目指すため、介護保険

法の地域支援事業の中でも重要な事業として

位置づけられているところであります。 

 当市の認知症対策の一つといたしまして

は、認知症を正しく理解し、認知症の人やそ

の家族を温かく見守る応援者であり、自分の

できる範囲で活動してもらう認知症サポー

ターの養成がございます。 

 現在、この認知症サポーターの養成につき

ましては、一般市民や社会福祉協議会及び保

健協力員などの関係団体に参加を呼びかけ、

平成２１年度から２６年度までに３８回、養

成講座を開催し、認知症に対する理解や予防

並びに認知症の方に接する際の心構えなどを

習得し、地域において活動していただいてい

るところであります。 

 また、今年度は、夏休みを利用して、三沢

高等学校への出張講座を実施することとして

おります。 

 今後の取り組みといたしましては、認知症

サポーター数１,０００人を目標に、今までの

講座の継続に加え、新たに教育委員会や校長

会と連携を図りながら学校教育にも取り入れ

ていただき、次世代を担う小中学生も対象に

養成講座を実施してまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 加澤議員。 

○３番（加澤 明君） それでは、最初に、

子ども館建設事業に関して再質問をします。 

 先日、１日、民生常任委員会で、子ども館

に関して所管事務調査が行われました。私も

そこに傍聴に行きまして、建設事業の概要書

を参考資料としていただきました。 

 これを見たときに、やっとここまで見えて

きたのだなという形で拝見していたのです

が、利用者の動線を考えて、うまく配置され

ているのではないかなと評価しながら、その

一方で、立派な建物なのですけれども、なぜ

か子ども館のイメージが非常に乏しい建物で

はないのかなと。 

 そして、確認ですけれども、この中には、

一部新聞にも出ていましたが、天空の世界と

か、そういうイメージをモチーフにした遊具

の設置状況もプリントされてありました。こ

れは確定したものではないと思うのですけれ

ども、ここの部分に関して、やはり本来であ

れば子ども館なのですから、お城の形をモ

チーフにして、子供たちが、あっというよう

なキャラクターでつくれば、もっと有意義な

ものになるのではないかなと私は考えるので

す。今まで関係者とか利用者の声を聞きなが

ら、集約してこれができたのだと思うのです

けれども、なかなか現実的な感じがしないの

です。 

 そこで、これから基本設計を終えて実施設

計に入るわけですけれども、部長の答弁もあ

りましたけれども、これからも利用者のニー

ズをいろいろ聞き入れて、設計にかけていき

たいということだったのですが、やはりそう

いう場所、こういう意見交換の場所に行政の

人間も必要なのですけれども、先ほど保育関

係の方も言っていましたけれども、現場で働

く保母さん、保育士さん、そういう方が本当

にたくさん来られて、話を煮詰めてやってい

ただくというふうな意見を聞きましたけれど

も、あくまでこれは資料として、今後、内容

が改定されることは大と思ってよろしいで

しょうか。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） 再質問にお

答えいたします。 

 特に、遊具のお話という解釈でよろしいで
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しょうか。遊具については、この施設の特色

を生かしたものにする必要があるというふう

に考えております。幸い遊戯室は、吹き抜け

構造となる予定でございまして、天井が高い

と、そういったことを利用しまして、登る、

はねる、滑る、はう、くぐるなどの運動がで

きる天空の城のほかに、子供たちに人気のあ

るボールプールなどの設置を考えておりま

す。 

 また、変更が可能なのかということについ

てでございますが、先般行われました民生常

任委員会において提出しております、基本設

計の概要書に資料として添付いたしました遊

具については、あくまで参考資料ということ

でございまして、これから三沢保育事業研究

会などの保育関係者や子育てサークルの皆さ

んからも意見をいただき、どのような遊具を

入れたらよいのか検討してまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 加澤議員。 

○３番（加澤 明君） 今後、中身に関して

は十分検討して、いろいろな意見を聴取して

やられるということなので、基本的に建物全

体の構造を変えるということは、これからや

る上で、工事の進捗状況などを踏まえると非

常に難しいと思います。 

 ですけれども、例えば外壁に落書きコー

ナーを設けるとか、いろいろな工夫ができま

すので、ぜひとも実施設計に入る前までに

は、本当に夢のある子ども館にするようにお

願いして、次に移ります。 

 ２点目の質問で、女性管理職や審議会の現

状を聞きました。４年間で３０％にするとい

う審議会の数値も、現状約２４.９％というこ

とであれば、それこそ、あともう少し頑張れ

ば達成できる数字だと思います。 

 私の立場から、女性の活力とかパワーとい

うのはなかなか説得力がないと思うのです

が、やはり女性の方もいろいろな視点を持っ

ていますので、ぜひともこれも早い時期に、

４年かけるのではなくて、１年先でも２年先

でも、早い時期にそういう機会を設けるよう

な方向性でやっていただきたいと思います。 

 ３点目の認知症サポーターの件なのですけ

れども、１,０００人を目指す上でやられてき

たこと、これからやられることで、努力され

るのもわかりました。 

 私は、認知症サポーターというのは、本当

に余り詳しくなかったです。担当課に行った

ときに養成講座の教材をいただきまして、読

ませていただきました。 

 本当に認知症というのは、いつ誰がなるか

わからないし、それからまた、予備軍を含め

て、本当に年齢層も幅広く、これからの社会

はなるということです。 

 そして、非常にわかりやすいテキストでし

た。これを、やはり関係団体だけで勉強する

のではなく、質問にも入れましたけれども、

学校、職場、そういうもろもろのところでや

ることが、１,０００人をつくるのではなく

て、三沢市全体がサポーターになれる、そう

いうまちづくりが恐らく市長の目指すものだ

と私は思うのです。 

 ですから、その観点から見ますと、今回、

事業所とかそういう形になると、本来、商工

会とかそういう団体にもなりますし、農協、

漁協、各種団体もあるわけです。これはこれ

で、関係部署で、ぜひとも力を入れて、広げ

ていってもらいたい。市はとらわれず、関係

団体だけではなくて、まち全体に広めるよう

な形にして、それが本当のサポーターだと思

います。 

 それと、学校教育のほうでも、三沢高校の

ほうでは夏休みに講座をするということでし

た。大変いいことだと思います。若い人にサ

ポーターという言葉は非常になじみやすく

て、スポーツ関係でも、よくサポーター、サ

ポーターと騒がれますので、非常に受け入れ

やすい言葉だと思います。また、協力もして

いただけるのではないかなと思います。 

 そこで、私は、小中学校、これもやはり三

沢市として早い時期に取り入れてほしいと。 

 先ほども言いましたけれども、認知症を学
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ぶ上でのテキストというのは、極端な話、小

中学生でも十分理解できると思います。多分

これをやるのであれば、１時間あれば大まか

な説明はできると思うのです。 

 ですから、１時間でもそういうカリキュラ

ムを小中学校の段階で機会をつくっていただ

きたいのですけれども、その件に関しては、

教育長のほうから、認知症サポーターに関し

てどのような所見をお持ちなのか、お伺いい

たします。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 教育部長。 

○教育部長（中村健一君） 加澤議員の再質

問にお答えを申し上げます。 

 子供たちが認知症について理解すること、

そしてまた、それによって人を思いやる心、

そういった心が醸成されるということは非常

に重要であり、また、大変すばらしいことだ

というふうに思います。 

 というわけで、早速、健康福祉部と連携を

とりながら、学校長会あるいは教頭会等々で

周知をさせ、何とか実施できる方向で検討し

てまいりたいと、このように考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、加澤明

議員の質問を終わります。 

 これをもって、一般質問を終わります。 

───────────────── 

  ◎日程第 ２ 議案第４８号から 

   日程第１５ 議案第６１号まで 

○議長（小比類巻雅彦君） 次に、日程第２ 

議案第４８号専決処分の承認を求めることに

ついて（平成２６年度三沢市一般会計補正予

算（第７号））から日程第１５ 議案第６１

号上北地方教育・福祉事務組合規約の変更に

ついてまでを一括議題といたします。 

───────────────── 

  ◎日程第１６ 議案質疑 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１６ た

だいま一括議題といたしました全議案に対

し、議案質疑を行いますが、通告がありませ

んので、議案質疑を終結します。 

───────────────── 

  ◎日程第１７ 特別委員会の設置及

び議案の付託 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１７ 特

別委員会の設置及び議案の付託を行います。 

 お諮りします。 

 ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、８名をもって構成す

る予算審査特別委員会、７名をもって構成す

る条例等審査特別委員会をそれぞれ設置し、

これに付託の上、慎重に行いたいと思います

が、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（小比類巻雅彦君） 御異議なしと認

めます。 

 よって、予算審査特別委員会、定数８名、

条例等審査特別委員会、定数７名をそれぞれ

設置し、これに付託することに決しました。 

 それでは、議案の付託を行います。 

 予算審査特別委員会には、議案第４８号専

決処分の承認を求めることについて（平成２

６年度三沢市一般会計補正予算（第７号））

及び議案第４９号平成２７年度三沢市一般会

計補正予算（第１号）の計２件を、条例等審

査特別委員会には、議案第５０号専決処分の

承認を求めることについて（三沢市国民健康

保険税条例の一部を改正する条例の制定につ

いて）から、議案第６１号上北地方教育・福

祉事務組合規約の変更についてまでの計１２

件を、それぞれ付託します。 

───────────────── 

  ◎日程第１８ 特別委員会委員の選

任 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１８ 特

別委員会委員の選任を行います。 

 ただいま設置されました２特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。 

 なお、特別委員会委員の方々は、本日散会



― 57 ―

後、委員長、副委員長をそれぞれ互選して、

議長まで報告願います。 

 また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、予算審査特別委員会を大会議

室、条例等審査特別委員会を第２会議室にお

いて、それぞれ願います。 

───────────────── 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、本日の

日程は終了しました。 

 本日は、これをもって散会します。 

午前１１時３８分 散会   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


